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証券コード 7527
平成28年11月28日

株 主 各 位
（本店所在地）
東京都千代田区紀尾井町４番１号
（本社事務所）
福岡市中央区天神一丁目12番１号
株 式 会 社 シ ス テ ム ソ フ ト
代表取締役社長 吉 尾 春 樹

　
第35回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当社第35回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表
示いただき、平成28年12月15日（木曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますよ
うお願い申しあげます。

敬 具
記
　

1. 日 時 平成28年12月16日（金曜日）午前10時
2. 場 所 福岡市中央区天神三丁目13番20号

アークホテルロイヤル福岡天神 ３階 孔雀の間
（末尾株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 第35期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）事業報告および

計算書類報告の件
決 議 事 項
　第１号議案 定款一部変更の件
　第２号議案 取締役７名選任の件
　第３号議案 監査役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。また、紙資源節約のため、議事資料として本「招集ご通知」をお持ち
いただきますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類、事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社
ウェブサイト（http://www.systemsoft.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
事 業 報 告
（平成27年10月１日から）平成28年９月30日まで

　
　
1. 会社の現況に関する事項
（1）事業の経過および成果
　当事業年度（平成27年10月１日～平成28年９月30日）におけるわが国の経済は、政府によ
る経済施策や日銀による金融緩和を受けて企業収益や雇用情勢の改善が見られる一方で、中国な
どの海外景気の下振れリスクや英国のEU離脱問題など株式相場や為替相場の不安定な動き等も
あり、先行きの不透明感が残る状況で推移いたしました。
　当社が属する情報サービス産業におきましては、企業収益の改善をベースとしたIT投資は、回
復傾向が継続しているものの、IT技術者の不足傾向は続いており、今後の各社の開発スケジュー
ルや開発原価上昇への影響も懸念されております。

　
　このような環境下、当社は、システム開発分野において、当社が得意とする技術要素・ノウハ
ウを活かした案件の受注を進めることと併せ、Webマーケティング分野においても、当社の強
みを活かしたWebシステム関連のコンサルティング業務と、そこから派生するシステム開発ま
でを含めた、ソリューション全体の受注により、事業を拡大させるよう進めてまいりました。
　これらの結果、当事業年度の売上高は前期に比して468百万円（15.3％）増加し3,528百万
円、営業利益は前期に比して38百万円（9.6％）増加し443百万円となりました。また、経常利
益は前期に比して14百万円（4.0％）増加し384百万円、当期純利益は前期に比して0百万円
（0.3％）増加し310百万円となりました。
　
　なお、当社の賃貸不動産業界におけるシステム開発のノウハウを活かし、Home IoT事業分野
に進出するため、さくらインターネット株式会社との合弁により、平成28年５月20日をもって
子会社 株式会社Ｓ２ｉ（エス・ツー・アイ）を設立いたしました。現時点では重要性が低いた
め非連結子会社としておりますが、第一弾としてスマートロックのサービス・プロダクトの提供
に向けて、事業推進の準備を行っております。

　
　また、企業としての信用力の強化、新規顧客の開拓、優秀な人材の採用等を目的として、平成
27年12月17日に東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）から東京証券取引所市場第二部
へ市場変更いたしました。更に平成28年９月28日には同市場第一部指定となりました。
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　セグメントごとの業績は、次のとおりであります。
① システムソリューション事業
　Web技術をベースとするシステム開発に強みを持ち、不動産分野、情報通信分野、生損保
分野、教育分野等のお客様に対して長年にわたってシステム開発およびソリューションサービ
スを提供することに加え、賃貸不動産情報サイトの運営を行っております。
　当事業年度におきましては、不動産分野、生損保分野および情報通信分野において新規案件
を獲得したこと、また、不動産分野の大型リプレイス案件について、これまでのノウハウの蓄
積を活かしてシステム開発のコンサルティング段階から関わったこと、開発期間の短縮と原価
の削減を実現できたこと等も、売上・利益を大きく増加させることに寄与いたしました。
　これらにより、システムソリューション事業の売上高は前期に比して711百万円（41.0％）
増加し2,443百万円、セグメント利益は前期に比して195百万円（61.3％）増加し514百万円
となりました。

② マーケティング事業
　日本におけるWebマーケティングサービス開始初期から培ってきた技術・ノウハウを活か
し、大手企業を中心としたお客様に対して、Webマーケティングにおけるコンサルティング
を中心に、そこから派生するシステム開発を含むソリューションサービスの提供を行っており
ます。
　当事業年度におきましては、顧客ニーズの多様化に伴いWebマーケティング・コンサルテ
ィングから派生するシステム開発は順調に増加いたしましたが、景況感から企業のマーケティ
ング全般に、コスト投入に慎重な姿勢が続いております。
　これらにより、マーケティング事業の売上高は前期に比して225百万円（16.9％）減少し
1,104百万円、セグメント利益は前期に比して150百万円（46.8％）減少し171百万円となり
ました。

　
（2）資金調達の状況
　該当事項はありません。

（3）設備投資の状況
　特記すべき事項はありません。
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（4）重要な企業再編等の状況
　該当事項はありません。

　
（5）対処すべき課題
　当社が属する情報サービス産業におきましては、企業収益の改善をベースとしてIT投資が回復
基調を見せ、また、AI（人工知能）やIoT（Internet of Things）の浸透、ビッグデータの活用
など、IT技術の進歩や変化に合わせて、情報の価値、それを利用したサービスに対する要求はま
すます多様化し、新たな分野や新しいサービスの事業化が本格化しております。また、個々の要
求や課題を単に解決するだけではなく、関連する情報を利用し結びつけることで、より高度な問
題解決をしていくことが求められております。一方で、IT技術者の慢性的な不足傾向は続いてお
り、人材の確保は業界全体の課題となっております。
　このような状況を踏まえ、当社は、常に新しい分野へのチャレンジを意識し、①新規事業の確
立、②既存事業の継続発展、③人材の確保と育成に取り組んでまいります。
　
①新規事業の確立
　子会社 株式会社Ｓ２ｉにより準備を進めているIoT分野だけではなく、当社の主要・既存事業
と関連性を持つ分野における新規事業について、他社とのアライアンスや事業の買収等も含め、
積極的に取り組んでまいります。
　
②既存事業の継続発展
　システムソリューション事業およびマーケティング事業については、当社の主要事業として引
き続き注力し、技術スキル・業務ノウハウの蓄積による顧客満足度の向上に継続的に取り組み、
提案力に一層の付加価値をつけることで、更なる収益性の向上を目指します。
　
③人材の確保と育成
　お客様が求めるソリューションを適時適切にご提供するためにも、多様な人材を確保し、その
成長に合わせた活躍の場を実現することにより、当社の問題解決力を強化していく取り組みが必
要です。新規事業を含めた事業範囲の拡大を見据えて、Web技術をベースとしたシステム開発、
Webマーケティングなどのノウハウ、高い市場洞察力、技術力、ビジネスマインドを有する人
材の確保と強化・育成を進めます。

　
　株主の皆様にはこれまで以上のご理解とご支援を賜りますよう、今後とも宜しくお願い申しあ
げます。
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（6）財産および損益の状況の推移
（単位：千円）

区 分
第 32 期

（平成24年10月１日～
平成25年９月30日）

第 33 期
（平成25年10月１日～
平成26年９月30日）

第 34 期
（平成26年10月１日～
平成27年９月30日）

第 35 期
（当事業年度）

（平成27年10月１日～
平成28年９月30日）

売 上 高 2,559,945 3,027,613 3,060,196 3,528,856
経 常 利 益 335,743 482,410 370,303 384,991
当 期 純 利 益 282,958 508,639 309,634 310,457
１株当たり当期純利益（円） 4.77 7.59 4.57 4.58
総 資 産 6,611,351 7,241,420 7,413,603 7,808,214
純 資 産 6,213,479 6,736,571 6,913,605 7,085,255

　

（注） １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。

（7）重要な親会社および子会社の状況
　該当事項はありません。

　
（8）主要な事業内容（平成28年９月30日現在）
　当社はシステムソリューション事業およびマーケティング事業を主な事業内容としておりま
す。
　事業区分別の事業内容は以下のとおりであります。

事業区分 事業内容
システムソリューション事業 システム開発

　ソリューションプロダクトおよびソリューションサービス
　システムコンサルテーション・設計・開発・保守・運用
賃貸不動産情報サイト運営
　賃貸不動産物件情報の掲載サービス

マーケティング事業 Webマーケティング・コンサルティング
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（9）主要な事業所（平成28年９月30日現在）
名 称 所 在 地

東 京 本 社 東 京 都 千 代 田 区
福 岡 本 社 福 岡 県 福 岡 市

　
（10）使用人の状況（平成28年９月30日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
名 名 歳 年

139 8（増） 36.5 7.7
　

（注） 上記使用人数には、他社への出向者（１名）および契約社員等の臨時雇用者数は含んでおりません。
　
（11）主要な借入先（平成28年９月30日現在）

　該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（平成28年９月30日現在）
（1）発行可能株式総数 90,000,000株

（2）発行済株式の総数 67,842,560株
（注）第２回新株予約権の行使により、39,600株増加いたしました。
　
（3）株主数 11,178名

（4）大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ア パ マ ン シ ョ ッ プ ネ ッ ト ワ ー ク 23,854,700株 35.17％
丸 山 三 千 夫 2,034,000 2.99
日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 1,524,100 2.24
株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 1,296,300 1.91
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 1,290,000 1.90
丸 山 光 子 792,000 1.16
松 井 証 券 株 式 会 社 690,200 1.01
桑 原 光 正 602,700 0.88
岩 井 コ ス モ 証 券 株 式 会 社 593,600 0.87
藤 井 英 樹 562,500 0.82

　

（注） 持株比率は自己株式（31,719株）を控除し、小数点第２位未満を切り捨てて表示しております。
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3. 新株予約権等の状況
（1）当事業年度末日現在の新株予約権等の状況

回 次
（発行年月日）

新株予約権
の 個 数

目的となる株式
の種類および数 発行価額 行使価額 行 使 期 間

第３回新株予約権
（平成24年12月14日） 24個 当社普通株式

316,800株 無償 75円 平成25年１月１日から
平成31年12月21日まで

　

（注）1. 平成25年１月１日付で合併したパワーテクノロジー株式会社が発行していたため、合併契約に基づ
き当社が発行したものであります。

2. 新株予約権の個数ならびに新株予約権の目的となる株式の種類および数は、期末日現在の数であり
ます。

3. 新株予約権者は、退職等により役員または使用人の地位を失う、もしくは顧問契約などの業務上の
協力関係を失った場合は、原則として権利を失います。

4. 新株予約権者は、その権利の譲渡には取締役会の承認を要します。
　
（2）当事業年度の末日に当社役員が保有する新株予約権等の状況

回 次
（発行年月日） 新株予約権の個数 目的となる株式

の種類および数 取締役の保有人数と個数

第３回新株予約権
（平成24年12月14日） 4個 当社普通株式

52,800株 1名（ 4個）
　

（注） 新株予約権の個数ならびに新株予約権の目的となる株式の種類および数は、期末日現在の数でありま
す。

　
（3）当事業年度中に使用人等に交付した新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の状況（平成28年９月30日現在）
会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役社長 吉 尾 春 樹 当社執行役員システムソリューション事業本部長
取 締 役 緒 方 友 一 当社執行役員管理本部長
取 締 役 和 田 光 伸 当社執行役員マーケティング事業本部長

取 締 役 大 村 浩 次 株式会社アパマンショップホールディングス代表取締役社長
株式会社アパマンショップネットワーク代表取締役会長

取 締 役 高 橋 裕次郎 高橋裕次郎法律事務所代表弁護士

取 締 役 浅 子 正 明 公認会計士
サイボー株式会社社外監査役

常 勤 監 査 役 福 井 武 義
監 査 役 平 山 美智子 株式会社ビーアイエス総研代表取締役

監 査 役 六 川 浩 明
小笠原六川国際総合法律事務所代表パートナー弁護士
株式会社青山財産ネットワークス社外監査役
株式会社夢真ホールディングス社外監査役
株式会社医学生物学研究所社外監査役

　

（注）1. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。
(1) 平成27年12月25日開催の第34回定時株主総会終結の時をもって、石川雅浩氏は取締役を任期満
了により退任いたしました。

(2) 平成27年12月25日開催の第34回定時株主総会において、新たに浅子正明氏は取締役に選任され
就任いたしました。

2. 高橋裕次郎および浅子正明の両氏は、社外取締役であります。
3. 平山美智子および六川浩明の両氏は、社外監査役であります。
4. 当社は、取締役高橋裕次郎および浅子正明の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
指定し、同取引所に届け出ております。

　
（2）取締役および監査役の報酬等の総額
区 分 支給人員 報酬等の額 うち社外役員 摘 要

取 締 役 7名 60,150千円 2名
5,250千円 株主総会の決議による年間報酬限度額は、取

締役 282,800 千円（うち社外取締役分
56,000千円以内）、監査役44,000千円（平
成24年12月定時株主総会決議）であります。

監 査 役 3名 10,800千円 2名
3,600千円

計 10名 70,950千円
　

（注） 当事業年度末現在の取締役は６名（うち社外取締役は２名）、監査役は３名（うち社外監査役は２名）
であります。上記の取締役の支給人員と相違しておりますのは、平成27年12月25日開催の第34回定時
株主総会終結の時をもって任期満了により退任した取締役１名が含まれているためであります。
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（3）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
　社外役員の兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。

　
② 当事業年度における主な活動状況

取締役会への出席状況 監査役会への出席状況 主な活動状況

取締役 高橋裕次郎 　13回中 13回 ―
弁護士としての専門的見地に基づき、
独立した立場から当社経営を適切に監
督するとともに、企業法務・経営全般
に関して適宜発言を行っております。

取締役 浅子 正明 　11回中 11回 ―

公認会計士としての長年の経験と幅広
い見識に基づき、独立した立場から当
社経営を適切に監督するとともに、財
務会計・経営全般に関して適宜発言を
行っております。

監査役 平山美智子 　13回中 13回 　12回中 12回
会社経営者としての豊富な経験と幅広
い見識に基づき、経営全般の観点から
適宜発言を行っております。

監査役 六川 浩明 　13回中 13回 　12回中 12回
弁護士としての専門的見地から、業務
の適正性の確保について、適宜発言を
行っております。

　

（注）1. 当社は、社外役員がやむを得ず欠席する場合にも、事前の資料配付や審議事項に関する意見聴取等
を行うことにより、議案審議等に関与できる環境を整えております。

2. 取締役浅子正明氏は、平成27年12月25日開催の第34回定時株主総会において、取締役に選任され
就任いたしました。そのため、就任後の出席状況を記載しております。

　
③ 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任の責任限度額を法令が規定する額とする責任限定契約を締結しておりま
す。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 太陽有限責任監査法人
　
（2）報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 12,000千円
② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 12,000千円

　

（注）1. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金
融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を明確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分で
きませんので、上記①の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につ
いて同意の判断をいたしました。

　
（3）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

　
（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の
理由を報告いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
（1）当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを

確保するための体制
① コンプライアンス体制の強化を企図して、当社においては複数の社外取締役および社外監査

役を選任するとともに、取締役会規程・業務分掌規程・職務権限規程等を制定し、当該規程
等に準拠した取締役の職務執行がなされ、取締役間における相互牽制システムが有効に働く
体制を整えております。

② コンプライアンス規程を制定し、体系的なコンプライアンス体制を整えております。
③ 経営理念・経営方針を受けて、従業員が遵守すべき行動指針をコンプライアンス・マニュア

ルにまとめ、従業員に対してその周知を図っております。
④ 階層別に必要なコンプライアンス研修を実施いたします。
⑤ 各部署にコンプライアンス推進担当者を配置し、経営会議の下に、コンプライアンス推進担
当者らを構成メンバーとするコンプライアンス委員会を設置し、従業員全員にコンプライア
ンス意識の浸透を図ります。

⑥ 公益通報者保護法の施行を受けて、内部通報制度（コンプライアンス・ヘルプライン）を整
備し、従業員に対してその周知を図っております。

⑦ 内部監査室において、各部門の業務プロセスをモニタリングし、不正の発見・防止とプロセ
スの改善に努めております。

⑧ コンプライアンスに関する取組状況を、顧客・取引先・従業員・株主・投資家・地域社会そ
の他当社を取り巻く様々なステイクホルダーに積極的に開示いたします。

　
（2）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　稟議規程・文書管理規程・個人情報保護規程を制定し、株主総会議事録・取締役会議事録・経
営会議議事録・稟議書・計算書類・法定書類、その他文書管理規程に定める文書を、関連資料と
ともに保存しております。

　
（3）当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 経営、業務執行における一切の不確実性を有する事象で、「直接または間接に経済的損失が

発生する可能性」、「事業の継続を中断または停止させる可能性」、「信用を毀損しブランドイ
メージを失墜させる可能性」などに対して、リスク管理体制の基礎としてリスク管理規程を
制定し、主要なリスクに関する管理責任者を定めて、当該規程に依拠したリスク管理体制を
整えております。
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② リスク管理のうち、特に危機、緊急事態等の不測の事態が発生した場合に備えて、危機（緊
急事態）管理規程を制定し、社長を最高責任者とする緊急時対策本部を設置し、損害の拡大
防止、危機（緊急事態）の収束に向けて社内外からのノウハウや協力を得て、継続的に適切
かつ迅速な措置を実施するための体制を整えております。

（4）当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役は取締役会規程・業務分掌規程・職務権限規程等に依拠して職務を執行するとともに、
効率的・合理的な経営計画および事業計画を策定・推進するために経営会議等を活用し、全社的
な業務の効率化を実現する体制を整えております。

（5）当社ならびに親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社を含めた内部統制システムを構築し、グループ全体におけるコンプライアンス体制、
企業集団内部統制の強化を推進いたします。

② グループ会社の取締役、執行役員が参加する経営会議を定期的に開催し、重要事項の決定と
情報の共有を図ってまいります。

③ 公益通報者保護法の施行を受け、グループ会社からの内部通報を受け付けてグループ全体で
自浄作用を発揮いたします。

（6）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項および当該使用人に対する指
示の実効性の確保に関する事項
① 内部監査室および管理部所属の従業員が監査役の指示を受け監査事項に必要な事項を行うこ
とで対応しており、当該使用人は監査役の補助業務に関し監査役の指揮命令下に置くものと
します。なお、監査役補助を兼任する使用人は、監査役の職務を優先するものとします。

② 内部監査室は、組織上、代表取締役社長の直轄下に設置され、その人事に関しては他の取締
役および部門等から独立しております。また、内部監査室は、監査計画を独自に設定して、
代表取締役社長の承認後に監査実務を執行し、監査報告書等を直接、代表取締役社長および
監査役に提出しております。
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（7）当社および当社子会社の取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役
への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保す
るための体制
① 定期的に開催される定時取締役会には、監査役も出席して、報告・審議・決裁事項等を取締
役と共有しております。また、経営会議等の会議についても、監査役がその必要性を認めた
場合に出席しております。

② 内部監査室が監査により知り得た重要な情報や内部監査報告書も、確実に監査役に報告され
る体制を整えております。

③ 取締役および使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見したと
きは、直ちに監査役に報告することとします。

④ 監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないこ
ととしております。

（8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 会社法に則り規程・監査手順を整備しております。
② 将来を見据えて実効的な監査を行うための体制を構築しております。
・代表取締役との間に定期不定期を問わず会合を持つための体制を構築しております。
・業務執行者等と積極的な意思疎通を図り、情報収集および監査役監査の環境整備に努めてお
ります。
・内部監査室および会計監査人との連携を図るための体制を構築しております。

③ 監査役の職務の執行について生ずる費用等の前払いまたは償還等の請求があった場合には、
当該請求に係る費用が監査役の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、
所定の手続きに従いこれに応じるものとします。

（9）財務報告の信頼性を確保するための体制
　財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法等の定めに従い、財務報告に係る
内部統制システムを構築し、その有効性を継続的に評価するとともに、必要な是正を行う体制を
整備し運用しております。

宝印刷株式会社 2016年11月11日 19時30分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20160829_01）



― 15 ―

（10）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
① 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
　コンプライアンス規程およびコンプライアンス・マニュアルにおいて、「反社会的勢力ある
いはその関係者および関係団体とは、一切の関係を遮断するとともに、これらの活動を助長す
るような行為は一切行わない」旨を定め、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力
に対しては、毅然とした態度で対応し、反社会的行為に加担しないことを基本方針としており
ます。
② 反社会的勢力排除に向けた整備状況
　上記の方針を定めたコンプライアンス規程およびコンプライアンス・マニュアルを従業員か
ら常時閲覧可能な状態にし、周知徹底を図っております。
　また、管理部を対応統括部署として、管轄警察署などと連携して情報収集を行い、各事業部
門の相談窓口になるとともに、万一問題が発生した場合には顧問弁護士および警察等の専門家
に相談し、適切な対応がとれる体制を整備しております。

（11）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における主な取り組みは、以下のとおりであります。
① コンプライアンスに対する取り組み
　当社の取締役等および使用人に向けて、情報セキュリティ、個人情報保護、インサイダー取
引防止および法令の遵守に関する全社的な研修を実施し、コンプライアンス意識向上に向けた
取り組みを継続的に行いました。
② リスク管理に対する取り組み
　当社の主要な損失の危険に関する事項は、経営会議および取締役会にて各事業部門の管理者
から定期的に報告が行われております。
③ 職務執行の適正および効率性の確保に対する取り組み
　取締役会は、社外取締役２名を含む取締役６名で構成され、社外監査役２名を含む監査役３
名も出席しております。取締役会は、計13回開催し、各議案についての、審議、業務執行の状
況等の監督を行っております。

④ 監査役の職務の執行について
　監査役は、監査計画に基づき監査を実施するとともに、原則として定時取締役会後に引き続
き監査役会を開催した上で、必要に応じて代表取締役、取締役等と監査内容についての意見交
換を実施いたしました。
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　また、監査役は定期的に会計監査人と面談し、監査結果の報告を受けるとともに、経営上の
重要事項についての意見交換を実施いたしました。
⑤ 内部監査の実施状況について
　内部監査室は、内部監査計画に基づき、次に掲げる監査ならびにモニタリングを実施し、取
締役会および監査役会に報告を行いました。
・当社における業務の適正性、法令遵守状況ならびにリスク管理状況に関する業務監査
・財務報告に係る内部統制監査
・内部通報制度の整備・運用状況モニタリング

7. 会社の支配に関する基本方針
特記すべき事項はありません。

8. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、企業価値の継続的向上を図るとともに、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要

課題の一つとして位置付けております。
株主の皆様に対する利益配分につきましては、株主重視の基本政策に基づき、将来にわたる安

定配当の維持と企業体質の強化ならびに今後の事業展開に必要な内部留保の確保等を念頭に、利益
水準、財政状態および配当性向等を総合的に考慮した上で実施していく方針であります。
当事業年度の期末配当金につきましては、上記方針に基づき当期の業績や先行き見込み等を勘

案のうえ、当事業年度末日（平成28年９月30日）を基準日として１株につき２円とさせていただ
くことを、平成28年11月25日開催の取締役会において決議いたしました。これにより配当金総額
は135,621千円となりました。

　

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
　

（平成28年９月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産 4,250,856 流 動 負 債 510,305
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
仕 掛 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他

2,673,656
19,655

1,380,736
15,171
172

24,264
135,095
2,104

3,557,357
84,410
42,057

33
26,824
15,495

2,697,889
2,590,088
107,800

1
775,057
37,189
111,040
70,316
556,510

0

買 掛 金 288,165
リ ー ス 債 務 6,546
未 払 金 15,064
未 払 費 用 22,897
未 払 法 人 税 等 61,992
未 払 消 費 税 等 28,874
前 受 金 17,931
預 り 金 6,252
賞 与 引 当 金 46,099
そ の 他 16,481

固 定 負 債 212,652
リ ー ス 債 務 9,779
繰 延 税 金 負 債 914
退 職 給 付 引 当 金 184,713
資 産 除 去 債 務 17,245
負 債 合 計 722,958
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 7,055,925
資 本 金 1,495,461
資 本 剰 余 金 4,251,663
資 本 準 備 金 192,279
そ の 他 資 本 剰 余 金 4,059,384

利 益 剰 余 金 1,316,847
利 益 準 備 金 27,090
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,289,756
繰 越 利 益 剰 余 金 1,289,756

自 己 株 式 △8,046
評価・換算差額等 2,073
その他有価証券評価差額金 2,073
新 株 予 約 権 27,257
純 資 産 合 計 7,085,255

資 産 合 計 7,808,214 負 債 純 資 産 合 計 7,808,214
　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（平成27年10月１日から）平成28年９月30日まで

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,528,856
売 上 原 価 2,351,953
売 上 総 利 益 1,176,903
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 733,885
営 業 利 益 443,018
営 業 外 収 益
受 取 利 息 501
受 取 配 当 金 390
そ の 他 3,301 4,193

営 業 外 費 用
支 払 手 数 料 13,613
市 場 変 更 費 用 27,375
そ の 他 21,232 62,220

経 常 利 益 384,991
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 560 560

税 引 前 当 期 純 利 益 384,430
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 76,310
法 人 税 等 調 整 額 △2,337 73,972

当 期 純 利 益 310,457
　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成27年10月１日から）平成28年９月30日まで

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰 余 金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 1,492,686 189,504 4,059,384 4,248,888 13,535 1,128,396 1,141,932
当期変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 2,774 2,774 2,774

剰余金の配当 13,554 △149,096 △135,542
当期純利益 310,457 310,457
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 2,774 2,774 － 2,774 13,554 161,360 174,914
当期末残高 1,495,461 192,279 4,059,384 4,251,663 27,090 1,289,756 1,316,847
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △8,046 6,875,460 5,932 5,932 32,213 6,913,605
当期変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 5,549 5,549

剰余金の配当 △135,542 △135,542
当期純利益 310,457 310,457
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △3,859 △3,859 △4,955 △8,814

当期変動額合計 － 180,464 △3,859 △3,859 △4,955 171,649
当期末残高 △8,046 7,055,925 2,073 2,073 27,257 7,085,255

　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

重要な会計方針
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

関係会社株式
　移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のあるもの
決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの
　 移動平均法に基づく原価法

（2）たな卸資産
原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）
仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）
2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成
28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）
　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年で均等償却する方法を採
用しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエア
　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

（4）長期前払費用
定額法
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3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
　従業員への賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上し
ております。

（3）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る
期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

4. 収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準

（1）当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約
・工事進行基準（ソフトウエア開発の進捗率の見積りは原価比例法）

（2）その他の契約
・工事完成基準

5. のれんの償却に関する事項
　のれんの償却については、投資効果の発現する期間を見積り、20年間以内で均等償却を行っ
ております。

6. その他
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

会計方針の変更
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱
い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に
取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　これによる計算書類に与える影響はありません。
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貸借対照表関係
1. 有形固定資産の減価償却累計額 95,269千円
2. 関係会社に対する短期金銭債権 933,818千円
3. 関係会社に対する短期金銭債務 4,913千円

　
損益計算書関係
関係会社との取引高
　営業取引
売上高 1,298,875千円
営業費用 28,686千円

　
株主資本等変動計算書関係
1. 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 67,842,560株
2. 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 31,719株
3. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

平成27年11月27日
取締役会 普通株式 135,542千円 2円 平成27年９月30日 平成27年12月11日

　

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金
の総額

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

平成28年11月25日
取締役会 普通株式 利益剰余金 135,621千円 2円 平成28年９月30日 平成28年11月29日
　

4. 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）
の目的となる株式の種類及び数
普通株式 316,800株
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金融商品関係
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
　当社の資金運用につきましては、短期的な預金等に限定しており、また、金融機関からの借入
はありません。また、デリバティブ取引は利用しておりません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び債券であり、市場価格の変動リス
クや発行体の信用リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　営業債権につきましては、与信管理規程に基づき、担当部門において主要な取引先の状況を
定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券につきましては、管理部門において定期的に時価や発行体（取引先企業）の財
務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま
す。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するととも
に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

　
2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成28年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません
（（注）２．参照）。

貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 2,673,656 2,673,656 －
（2）受取手形 19,655 19,655 －
（3）売掛金 1,380,736 1,380,736 －
（4）投資有価証券 8,788 8,788 －

資産計 4,082,837 4,082,837 －
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

（4）投資有価証券
時価については取引所の価格によっております。

デリバティブ取引
　該当事項はありません。
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（千円）
非上場株式及び債券 28,401
関係会社株式 111,040

　

　非上場株式及び債券については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから、「2. 金融商品の時価等に関する事項（4）投資有価証券」には含めておりません。
　また、関係会社株式については市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなど
ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表に含めておりません。
３．金銭債権の決算日後の償還予定額

　

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,673,656 － － －
受取手形 19,655 － － －
売掛金 1,380,736 － － －
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税効果会計関係
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　賞与引当金 14,226千円
　退職給付引当金 56,559
　減損損失 2,246
　投資有価証券評価損 33,720
　減価償却超過額 952
　繰越欠損金 742,576
　その他 18,776
　繰延税金資産小計 869,057
　評価性引当額 △730,527
繰延税金資産合計 138,530
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △914千円
　資産除去債務に対応する除去費用 △3,435
繰延税金負債合計 △4,349
繰延税金資産の純額 134,180

2. 法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正す
る等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以
後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延
税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は前事業年度の計算において使用した
32.3％から平成28年10月１日に開始する事業年度及び平成29年10月１日に開始する事業年度に
解消が見込まれる一時差異等については30.9％に、平成30年10月１日に開始する事業年度以降に
解消が見込まれる一時差異等については30.6％となります。
　また、欠損金の繰越控除制度が平成28年10月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所
得の金額の100分の60相当額に、平成29年10月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所
得の金額の100分の55相当額に、平成30年10月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所
得の金額の100分の50相当額に控除限度額が改正されております。
　この改正の影響により、繰延税金資産が15,457千円減少し、法人税等調整額（借方）が15,457
千円増加しております。
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リースにより使用する固定資産
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、工具器具備品の一部については、所有権移転外ファイナン
ス・リース契約により使用しております。

持分法損益等
　当社が有しているすべての関連会社は利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社で
あるため、記載を省略しております。

関連当事者との取引
　親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

その他の
関係会社

㈱アパマンショ
ップネットワー
ク

被所有
直接

　 35.18 ％

製品の販売、
ライセンス契
約等
役員の兼任
１名

製品の販売 1,293,691 売掛金 933,727

ライセンス
契約 － 長期前払

費用 556,500
　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．上記金額のうち、取引金額及び長期前払費用には消費税等は含まず、長期前払費用を除く期末残高

には消費税等を含んで表示しております。
２．製品の販売の条件は、市場価格や総原価を勘案し、交渉の上で決定しております。

１株当たり情報
1. １株当たり純資産額 104円08銭
2. １株当たり当期純利益 4円58銭

重要な後発事象
該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成28年11月18日

株式会社 システムソフト
取 締 役 会 御中

　

太陽有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 尻 慶 太 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡 邊 誠 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社システムソフトの平成27年10月
１日から平成28年９月30日までの第35期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成27年10月１日から平成28年９月30日までの第35期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各
監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、
取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部
門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実
施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会
社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

2. 監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事
業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　
平成28年11月24日

株式会社システムソフト 監査役会
常勤監査役 福 井 武 義 ㊞
監 査 役 平 山 美智子 ㊞
監 査 役 六 川 浩 明 ㊞

（注） 監査役平山美智子及び六川浩明は、社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類
　

議案および参考事項
　

第１号議案 定款一部変更の件
1. 提案の理由
事業内容の拡大および多様化に伴う今後の事業展開に備えて、現行定款第２条（目
的）に、有料職業紹介事業を追加するとともに、その他条番号等の変更を行うものであ
ります。
2. 変更の内容
　 変更の内容は次のとおりであります。

　（下線は変更部分）
現 行 定 款 変 更 案

（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。
1. コンピュータのソフトウェアの開発
および販売業務、ならびにサービスの
提供
2. コンピュータの本体および周辺装置
の開発および販売業務
3. エレクトロニクス応用商品の開発お
よび販売業務
4. コンピュータのソフトウェアに関す
る著作権の輸出入および販売業務、な
らびにサービスの提供

（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目

　的とする。
1. （現行どおり）

2. （現行どおり）

3. （現行どおり）

4. （現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案
5. コンピュータの本体、周辺装置、お
よびソフトウェアに関する工業所有権
の輸出入および販売業務、ならびにサ
ービスの提供
6. インターネットプロバイダ業務
7. コンピュータによる情報処理サービ
スに関する業務
8. 情報通信サービスおよび放送サービ
スに関する業務
9. 映像、音楽、コンピュータグラフィ
ックスなどの作品の制作およびそれら
を統合的に取り扱う作品の制作ならび
にその販売に関する業務
10. イベント・展示会、博覧会および
会議などの企画デザイン、演出、設
計、製作および運営に関する業務
11. 広告・宣伝に関する代理業務
12. マーケティングリサーチに関する
業務
13. ウェブ関連ソフトによる営業企
画、販売促進、広告およびメディア事
業に関する業務
14. 企業の経営戦略、財務戦略、営業
企画、販売促進の立案に関する業務
15. 企業の業務提携、営業譲渡、資産
売買、資本参加、および合併に関する
斡旋ならびに仲介に関する業務
16. 顧客企業への投資およびその育成
支援に関する業務

5. （現行どおり）

　
6. （現行どおり）
7. （現行どおり）
　
8. （現行どおり）

9. （現行どおり）

　
10. （現行どおり）

　
11. （現行どおり）
12. （現行どおり）
　
13. （現行どおり）

　
14. （現行どおり）
　
15. （現行どおり）

　
16. （現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案
17. ベンチャー企業への投資およびそ
の育成支援に関する業務
18. 投資有価証券の保有、売買および
運用に関する業務
19. 古物の売買、輸出入およびその仲
介業務
20. 不動産の賃貸・仲介および有効活
用に関するコンサルタント業務
21. セミナー、講習会などの開催に関
する教育研修業務
22. 出版業務
23. インターネットを利用した通信販
売業務
24. 前各号に付帯するコンサルティン
グ業務
25. 前各号に付帯する労働者派遣業務
　 （新 設）
26. 前各号に付帯関連する一切の業務

17. （現行どおり）
　
18. （現行どおり）
　
19. （現行どおり）
　
20. （現行どおり）
　
21. （現行どおり）
　
22. （現行どおり）
23. （現行どおり）
　
24. （現行どおり）
　
25. 労働者派遣事業
26. 有料職業紹介事業
27. 前各号に付帯関連する一切の業務
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第２号議案 取締役７名選任の件
取締役全員（６名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。また、業務拡大と経
営陣の強化を図るため、取締役１名を増員いたしたく、取締役７名の選任をお願いするもの
であります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号
ふ り が な
氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）

１ 吉　尾　春　樹
よし お はる き

（昭和35年６月２日）

昭和 58年 ４月 日本電気株式会社入社
平成 ４ 年 ７月 当社入社社長付経営企画担当部長
平成 ８ 年 ６月 取締役企画部長
平成 12年 ６月 常務取締役エンジニアリング事業部長
平成 15年 ６月 取締役執行役員常務エンジニアリング事

業部長
平成 17年 ４月 取締役執行役員常務ITソリューション事

業部長
平成 17年 12月 代表取締役社長
平成 18年 12月 代表取締役執行役員社長（現任）
平成 24年 ５月 株式会社アップトゥーミー取締役
平成 24年 ７月 当社システム事業部長 兼 不動産情報サ

ービス事業部長
平成 25年 １月 システムソリューション事業本部長（現

任）
平成 26年 ９月 アビスパ福岡株式会社取締役（現任）
平成 28年 5 月 株式会社Ｓ２ｉ取締役（現任）

所有する当社の株式数 　 6,760株

２ 和　田　光　伸
わ だ みつ のぶ

（昭和49年６月２日）

平成 17年 ６月 株式会社マネーパートナーズ入社
平成 19年 １月 株式会社ウィンシティ入社
平成 21年 ６月 パワーテクノロジー株式会社入社
平成 21年 10月 同社管理部長
平成 24年 ６月 同社取締役管理部長
平成 25年 １月 当社取締役執行役員マーケティング事業

本部長
平成 28年 11月 取締役（現任）

所有する当社の株式数 0株
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候補者番号
ふ り が な
氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）

３ 大　村　浩　次
おお むら こう じ

（昭和40年６月29日）

平成 10年 10月 アパマンショップ研究会（任意の研究会）
を主催してその主要メンバーの一員とな
る。

平成 11年 10月 株式会社アパマンショップネットワーク
（現 株式会社アパマンショップホールデ
ィングス）設立代表取締役社長（現任）

平成 17年 ９月 株式会社アパマンショップリーシング代
表取締役社長（現任）

平成 17年 12月 当社取締役会長
平成 18年 ７月 株式会社アパマンショップネットワーク

代表取締役会長（現任）
平成 25年 １月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社アパマンショップホールディングス代表取締役社長
株式会社アパマンショップネットワーク代表取締役会長

所有する当社の株式数 0株

４ 高　橋　裕次郎
たか はし ゆう じ ろう

（昭和25年４月29日）

昭和 53年 ８月 株式会社辰巳法律研究所
平成 ２ 年 ４月 弁護士登録
平成 ３ 年 12月 高橋裕次郎法律事務所代表弁護士(現任)
平成 26年 12月 当社社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
高橋裕次郎法律事務所代表弁護士

所有する当社の株式数 0株

５ 浅　子　正　明
あさ こ まさ あき

（昭和19年11月４日）

昭和 47年 11月 等松青木監査法人（現 有限責任監査法
人トーマツ）入所

昭和 56年 ３月 公認会計士登録
昭和 63年 ７月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法

人トーマツ）社員
平成 21年 12月 同法人退所
平成 22年 １月 日本公認会計士協会自主規制業務本部勤

務
平成 25年 ８月 同勤務退任
平成 26年 ６月 サイボー株式会社社外監査役（現任）
平成 27年 12月 当社社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
サイボー株式会社社外監査役

所有する当社の株式数 0株
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候補者番号
ふ り が な
氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）

※
６

石　川　雅　浩
いし かわ まさ ひろ

（昭和44年５月11日）

平成 12年 12月 株式会社アパマンショップネットワーク
（現 株式会社アパマンショップホール
ディングス）入社

平成 15年 12月 同社取締役PM事業本部長
平成 16年 10月 同社常務取締役AM事業本部長
平成 17年 12月 当社取締役
平成 18年 ７月 株式会社アパマンショップホールディン

グス常務取締役（現任）
平成 19年 ６月 株式会社アパマンショップネットワーク

常務取締役（現任）
平成 19年 ６月 株式会社アパマンショップリーシング常

務取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社アパマンショップホールディングス常務取締役
株式会社アパマンショップネットワーク常務取締役

所有する当社の株式数 0株

※
７

岡　部　正　寛
おか べ まさ ひろ

（昭和41年３月９日）

平成 ２ 年 ４月 アンダーセン・コンサルティング（現
アクセンチュア株式会社）入社

平成 12年 12月 イーエントリー株式会社代表取締役社長
（現任）

平成 22年 ７月 ソーシャルウィンドウ株式会社取締役
（現任）

（重要な兼職の状況）
イーエントリー株式会社代表取締役社長

所有する当社の株式数 0株
（注）1. ※印は、新任の取締役候補者であります。

2. 大村浩次氏は株式会社アパマンショップネットワークの代表取締役を兼務しており、当社は同社に
対し、製品の販売、ライセンス契約等の取引関係があります。

3. 他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
4. 高橋裕次郎、浅子正明および岡部正寛の各氏は、社外取締役候補者であります。
5. 社外取締役候補者の選任理由は以下のとおりです。
高橋裕次郎氏は、直接会社経営に関与したことはありませんが、弁護士としての豊富な経験と専門
知識ならびに高い法令遵守の精神を有しておられることから、当社経営に関して客観的な視点から
有益なご意見をいただくことを期待し、社外取締役として選任をお願いするものであります。
浅子正明氏は、直接会社経営に関与したことはありませんが、公認会計士としての長年の経験と幅
広い見識を有しておられることから、当社経営に関して客観的な視点から有益なご意見をいただく
ことを期待し、社外取締役として選任をお願いするものであります。
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岡部正寛氏は、コンサルティング会社の経営者としての豊富な経験およびIT業界への深い知見を有し
ており、当社の企業価値の源泉・事業特性に関する深い理解・見識に基づいた有益な意見・助言等
を期待し、社外取締役として選任をお願いするものであります。

6. 高橋裕次郎氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。
浅子正明氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。

7. 社外取締役候補者である高橋裕次郎、浅子正明および岡部正寛の各氏は、当社または当社の特定関
係事業者から多額の金銭その他の財産（取締役その他これらに類する者としての報酬等を除く）を
受ける予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。

8. 当社は、高橋裕次郎および浅子正明の両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任
の限度額は、法令が規定する額としており、高橋裕次郎および浅子正明の両氏の再任が承認された
場合は、両氏との当該契約を継続する予定であります。また、岡部正寛氏が取締役に選任され就任
した場合は、同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

9. 当社は、高橋裕次郎および浅子正明の両氏を東京証券取引所に独立役員として届け出ており、本総
会において再任が承認された場合は、両氏を引き続き独立役員として届け出る予定であります。
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第３号議案 監査役２名選任の件
監査役福井武義および六川浩明の両氏は本総会終結の時をもって任期満了となりますの
で、監査役２名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

候補者番号
ふ り が な
氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位（重要な兼職の状況）

１ 六　川　浩　明
ろく がわ ひろ あき

（昭和38年６月10日）

平成 ９ 年 ４月 弁護士登録
平成 ９ 年 ４月 堀総合法律事務所
平成 14年 ６月 Barack Ferrazzano法律事務所（シカ

ゴ）
平成 17年 ４月 千葉大学法科大学院 講師
平成 19年 ３月 東京青山･青木･狛Baker&McKenzie法律

事務所
平成 20年 ４月 首都大学東京 産業技術大学院大学 講師

（現任）
平成 20年 ４月 小笠原六川国際総合法律事務所代表パー

トナー弁護士（現任)
平成 20年 10月 独立行政法人雇用･能力開発機構 職業能

力開発総合大学校 講師
平成 21年 ３月 株式会社船井財産コンサルタンツ

（現 株式会社青山財産ネットワーク
ス）社外監査役（現任）

平成 21年 ４月 成城大学法学部 講師
平成 21年 12月 株式会社夢真ホールディングス社外監査

役（現任）
平成 21年 12月 パワーテクノロジー株式会社社外監査役
平成 24年 ４月 東海大学大学院実務法学研究科 教授

（現任）
平成 25年 １月 当社社外監査役（現任）
平成 28年 ６月 株式会社医学生物学研究所社外監査役

（現任）
（重要な兼職の状況）
小笠原六川国際総合法律事務所代表パートナー弁護士
株式会社青山財産ネットワークス社外監査役
株式会社夢真ホールディングス社外監査役
株式会社医学生物学研究所社外監査役
　
所有する当社の株式数 0株
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候補者番号
ふ り が な
氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位（重要な兼職の状況）

※
２

島　田　敏　雄
しま だ とし お

（昭和47年10月17日）

平成 11年 ４月 弁護士登録
平成 11年 ４月 光和総合法律事務所
平成 18年 ３月 ＬＭ法律事務所（現任）
（重要な兼職の状況）
ＬＭ法律事務所パートナー弁護士
　
所有する当社の株式数 0株

（注）1. ※印は、新任の監査役候補者であります。
2. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
3. 六川浩明および島田敏雄の両氏は、社外監査役候補者であります。
4. 社外監査役候補者の選任理由は以下のとおりであります。
六川浩明氏は、社外監査役としての職歴以外で会社経営に関与したことはありませんが、弁護士と
して十分な見識を有しておられ、同氏の高い専門性により、当社の監査体制がさらに強化できるも
のと判断し、社外監査役として選任をお願いするものであります。
島田敏雄氏は、会社経営に関与したことはありませんが、弁護士としての実務を通じて培われた豊
富な経験と高い見識、第一東京弁護士会IT法研究会におけるITに関する知見のそれぞれを当社におけ
る監査体制に活かしていただけるものと判断し、社外監査役として選任をお願いするものでありま
す。

5. 六川浩明氏の当社社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。
6. 社外監査役候補者である六川浩明および島田敏雄の両氏は、当社または当社の特定関係事業者から
多額の金銭その他の財産（監査役その他これらに類する者としての報酬等を除く）を受ける予定は
なく、また過去２年間に受けていたこともありません。

7. 当社は、六川浩明氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定
する額としており、六川浩明氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であ
ります。また、島田敏雄氏が監査役に選任され就任した場合は、同氏との間で同様の責任限定契約
を締結する予定であります。

　以 上
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メ モ
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
　

福岡市中央区天神三丁目13番20号
アークホテルロイヤル福岡天神 ３階 孔雀の間

TEL 092（724）2222（代）
　

　
●福岡空港から車で約20分
●ＪＲ博多駅から車で約10分
●西鉄福岡（天神）駅から徒歩約７分
●地下鉄天神駅（Ｗ-12番出口/フタタ前）から徒歩約５分
●当会場には駐車場の用意がございませんので、公共交通機関を
ご利用くださいますようお願い申しあげます。
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